
営業倉庫

物流倉庫分野で受入れ可能な事業者の類型

物流倉庫分野として特定技能外国人・育成就労外国人を雇用することができるのは、
であり、次のA～Cの類型のいずれかである必要があります倉庫会社 倉庫作業会社 トラック会社
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※上図は主要な要件のみを示した概略図です。上乗せ基準について詳細は告示、分野別運用方針、運用要領別冊等をご覧ください。


